全国町村会要請

全国市長会：雨宮行政部副部長、高橋行政部主事
自　治　労：下目政治政策局次長、森下現業局次長
　
冒頭、下目政治政策局次長より申し入書を手渡し、「ワーク・ライフ・バランスは社会をあげての取り組みとなっている。女性の非正規労働者多く、政府も社会全体で進めていく取り組みであり、スピードダウンしないよう、是非とも推進に向けて対応をお願いしたい」との申入れし、続いて、申し入書にそって説明をした。
①ワーク・ライフ・バランス社会の実現にむけて、ワーク・ライフ・バランス憲章と行動指針の趣旨を踏まえ、非正規女性労働者、子育てや介護を担う女性労働者、シングルマザーなどに顕在化していることから、雇用の安定、ジェンダー平等の推進、働き方の見直しなど取り組みの強化を図ること、②男女平等条例、男女共同参画計画については引き続き促進すること、③女性職員の採用と職域拡大、数値目標の設定、管理職層への積極的登用などの基本計画の策定を促進すること。また、「女性センター」など地域の男女平等推進機能を担う機関について、未設置の町村については早急に設置をするよう働きかけるとともに、既存のものについては一層の機能充実をはかること、④2009年4月施行の改正法（一般事業主関連部分）の承知・徹底を図ること、などを要請した。

これに対して、町村側は、「実際、具体的な施策、事業などの部分だけではなく、経済情勢が厳しい中、雇用の問題など広範にわたる分野になる。国をはじめ地方へとつなげることになると思うが、経済情勢の状況により懸念されている。町村のかかわりには濃淡がある。共同参画の部分ではワーク・ライフ・バランスの形についても要望事項として、少子化担当のほうへの要望し問題意識をもち課題として取り組んでいる」
また、「緩やかながらではあるが少しずつよくなってきているように思う。厳しい状況の中、男女平等（ワークライフバランス）も必要であると考えている」と回答した。
最後に自治労側より、「是非とも町村会としても国への要望や、町村会の中に周知努力をしていただきたい。連携をしていきながら今後もご協力をお願いしたい」と述べ申入れを終了した。
